
(財)財務会計基準機構会員

平成19年３月期　個別中間財務諸表の概要 平成18年10月31日

上場会社名　西日本旅客鉄道株式会社 上場取引所：東 大 名 福
コード番号　　 9021 本社所在都道府県 　　　

（ＵＲＬ　http://www.westjr.co.jp） 大阪府　　　　　 　　　

山　崎　正　夫

宇都宮　道　夫 TEL(06)6375-8889 　　

無

１.平成18年９月中間期の業績（平成18年４月１日～平成18年９月30日）

(1) 経営成績 (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

(注) ① 18年９月中間期  2,000,000株 17年９月中間期   2,000,000株  18年３月期 2,000,000株    

② 無

③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2) 財政状態

(注) ① 18年９月中間期  2,000,000株 17年９月中間期   2,000,000株  18年３月期 2,000,000株 

② 18年９月中間期          0株 17年９月中間期           0株  18年３月期         0株 

２.平成19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）

３.配当状況（現金配当）

425,227

851,280

429,199 0.9

0.2 69,846

単元株制度採用の有無

00銭

　上記の予想を含む見通しの記述は、発表日現在に入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績・
結果は予想数値あるいは見通しと異なる場合があります。

期 中 平 均 株 式 数

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益

18 年 ９ 月 中 間 期

百万円 ％

代表取締役社長

広 報 部 長

平成18年10月31日 配 当 支 払 開 始 日

％ 百万円百万円

平成18年12月８日

％

代 表 者

問 合 せ 先 責 任 者

決 算 取 締 役 会 開 催 日

会計処理の方法の変更

18 年 ９ 月 中 間 期

17 年 ９ 月 中 間 期

17 年 ９ 月 中 間 期

18 年 ３ 月 期 決 算

円

3,000.00 －　

20,500円

3,000.00

3,000.00

－　

3,000.00

自己資本比率

銭

純　資　産

71,000

百万円

261,236.46

１株当たり純資産

24.8

円銭

総　資　産

2,102,166

18 年 ３ 月 期 決 算

18 年 ９ 月 中 間 期

35,140

百万円

2,107,627

2,104,83517 年 ９ 月 中 間 期

18 年 ３ 月 期 決 算

25,129

中間（当期）純利益
１株当たり中間
（当期）純利益

百万円

27,610

銭円

13,805.15

66,617 △4.6 49,228 △4.7

51,665 16.59.5

75,989108,978

12,564.81

売　　上　　高 経　常　利　益 当 期 純 利 益

17,570.30

銭

522,472

502,229

％

247,597.20

％

9.9

△30.2

251,114.87

百万円 円

23.9

23.5495,194

実 績

予 想
19 年 ３ 月 期

期 末 発 行 済 株 式 数

期 末 自 己 株 式 数

18 年 ３ 月 期 決 算

通 期

円 銭

6,000.00

6,000.00

年　　　間期　　　末中 間 期 末

１株当たり配当金

41,000

百万円百万円

861,000

２６



（１）中 間 貸 借 対 照 表 

（単位：百万円）

Ⅰ １３４，１００　 １３１，４１７　 　 ２，６８２　 １５６，１１１　

1. ４１，２４０　 ４４，７００　 △ ３，４５９　 ７７，５９８　

2. ２５，２４２　 １６，９２３　 　 ８，３１８　 １６，８６３　

3. ９，２１８　 ２１，４１４　 △ １２，１９６　 ６，７４６　

4. ２，０３６　 ４，０７０　 △ ２，０３４　 ２，２８７　

5. １５，４６６　 １２，０５３　 　 ３，４１２　 １３，３０３　

6. ８，６７８　 ５，４０９　 　 ３，２６９　 ８，２３９　

7. ３，５９６　 １，７２９　 　 １，８６６　 ３，５２３　

8. １４，４４６　 １４，５２１　 △ ７５　 １５，７２５　

9. １４，２５８　 １０，６５６　 　 ３，６０２　 １２，０１２　

10. △ ８５　 △ ６４　 △ ２１　 △ １８８　

Ⅱ １，９７３，５２７　 １，９７０，７４８　 　 ２，７７８　 １，９４８，７２３　

Ａ １，５２１，４６８　 １，５３９，２４６　 △ １７，７７８　 １，５２５，４７０　

Ｂ ５６８　 ６１６　 △ ４７　 １６２　

Ｃ ５３，４６１　 ５３，８６９　 △ ４０８　 ５４，４８５　

Ｄ ７４，０８１　 ７４，４１５　 △ ３３３　 ７４，９５０　

Ｅ ５８，２２４　 ５７，８１７　 　 ４０７　 ６２，１７１　

Ｆ ２６５，７２３　 ２４４，７８３　 　 ２０，９３９　 ２３１，４８１　

1. 投 資 有 価 証 券 ２２，３０８　 ２４，６７２　 △ ２，３６３　 １９，８１５　

2. 関 係 会 社 株 式 １２２，８７８　 １２２，８２９　 　 ４９　 １２２，５９０　

3. 長 期 貸 付 金 ３３，４５１　 １４，９６４　 　 １８，４８７　 １３，４９５　

4. 長 期 前 払 費 用 ４，５６１　 ４，６１１　 △ ５０　 ４，２５５　

5. 繰 延 税 金 資 産 ８０，３０７　 ７５，６０９　 　 ４，６９８　 ６９，６５８　

6. そ の 他 の 投 資 等 ２，５０５　 ２，３７９　 　 １２５　 １，９７３　

7. 貸 倒 引 当 金 △ ２８９　 △ ２８２　 △ ７　 △ ３０６　

２，１０７，６２７　 ２，１０２，１６６　 　 ５，４６１　 ２，１０４，８３５　

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

船 舶 事 業 固 定 資 産

関 連 事 業 固 定 資 産

各 事 業 関 連 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

投 資 そ の 他 の 資 産

資 産 合 計

２７

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

鉄 道 事 業 固 定 資 産

貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

未 収 金

未 収 収 益

短 期 貸 付 金

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

未 収 運 賃

（ 資　 産　 の　 部 ）

前 中 間 期 末

(平成18年９月30日現在) (平成18年３月31日現在) (平成17年９月30日現在)

当 中 間 期 末 前　期　末
増　　　減科　　　　　　　目



（単位：百万円）

Ⅰ ４７５，０１６　 ５１３，６７２　 △ ３８，６５５　 ４８５，８００　

1. １２５，６４３　 １２８，５６７　 △ ２，９２３　 １２３，２３５　

2. ４３，７７５　 ４１，４７１　 　 ２，３０４　 ２１，４７６　

3. ３６，０８７　 ３６，１３９　 △ ５１　 ３８，５５５　

4. ３１９　 １９，６００　 △ １９，２８１　 ２４，６４３　

5. ５７，６７３　 １２２，４７３　 △ ６４，７９９　 ５７，０４３　

6. １８，６５３　 １９，０５８　 △ ４０５　 １８，４４１　

7. ５，８７３　 １，３８１　 　 ４，４９２　 ４，３０１　

8. ２３，４６８　 ２３，２０７　 　 ２６１　 ２７，７２２　

9. ７，８００　 ２，３３４　 　 ５，４６５　 ３，０５５　

10. １１，２５５　 １０，８６２　 　 ３９２　 １０，０７９　

11. ３４，５６８　 ３０，４５５　 　 ４，１１３　 ３４，３０８　

12. ８２，１４９　 ５０，７５２　 　 ３１，３９６　 ９３，５５３　

13. １，２６５　 ３４４　 　 ９２０　 １，２１６　

14. ２６，４０８　 ２６，９８７　 △ ５７９　 ２８，０６９　

15. ７４　 ３６　 　 ３８　 ９９　

Ⅱ １，１１０，１３８　 １，０８６，２６４　 　 ２３，８７４　 １，１２３，８４０　

1. ２２９，９９１　 ２２０，０００　 　 ９，９９１　 ２２０，０００　

2. １９５，６８２　 １７７，４７４　 　 １８，２０８　 ２０２，１５７　

3. ４５２，５９８　 ４６３，８５７　 △ １１，２５９　 ４８８，５１２　

4. ２，４５２　 ２，６１２　 △ １５９　 ２，４０８　

5. １９２，１８１　 １８２，９６９　 　 ９，２１１　 １８５，１７１　

6. １４，０４１　 １４，４００　 △ ３５８　 －　

7. ７，５４３　 ７，５４３　 　 －　 ７，５４３　

8. １５，６４８　 １７，４０７　 △ １，７５８　 １８，０４７　

１，５８５，１５４　 １，５９９，９３６　 △ １４，７８１　 １，６０９，６４０　

Ⅰ －　 １００，０００　 　 －　 １００，０００　

Ⅱ －　 ５５，０００　 　 －　 ５５，０００　

－　 ５５，０００　 　 －　 ５５，０００　

Ⅲ －　 ３３７，６３３　 　 －　 ３３３，６２２　

1. －　 １１，３２７　 　 －　 １１，３２７　

2. －　 ２４８，９８２　 　 －　 ２４８，９８２　

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 －　 ８，９８２　 　 －　 ８，９８２　

別 途 積 立 金 －　 ２４０，０００　 　 －　 ２４０，０００　

3. －　 ７７，３２３　 　 －　 ７３，３１２　

Ⅳ －　 ９，５９６　 　 －　 ６，５７２　

－　 ５０２，２２９　 　 －　 ４９５，１９４　

－　 ２，１０２，１６６　 　 －　 ２，１０４，８３５　

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

前 受 収 益

耐 震 補 強 対 策 引 当 金

そ の 他 の 固 定 負 債

長 期 借 入 金

鉄 道 施 設 購 入 長 期 未 払 金

長 期 未 払 金

退 職 給 付 引 当 金

環 境 安 全 対 策 引 当 金

（ 資　 本　 の　 部 ）

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

賞 与 引 当 金

そ の 他 の 流 動 負 債

未 払 法 人 税 等

預 り 連 絡 運 賃

預 り 金

前 受 運 賃

前 受 金

固 定 負 債

社 債

負　　　債　　　計

(平成17年９月30日現在)

未 払 金

未 払 費 用

未 払 消 費 税

1年以内に支払う長期未払金

（ 負　 債　 の　 部 ）

流 動 負 債

短 期 借 入 金

1年以内に返済する長期借入金

当 中 間 期 末 前　期　末

増　　　減科　　　　　　　目

前 中 間 期 末

(平成18年９月30日現在) (平成18年３月31日現在)

鉄 道 施 設 購 入 未 払 金

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

資　　　本　　　計

負 債 ・ 資 本 合 計

２８



（単位：百万円）

Ⅰ ５１４，２４３　 －　 －　 －　

1. １００，０００　 －　 －　 －　

2. ５５，０００　 －　 －　 －　

資 本 準 備 金 ５５，０００　 －　 －　 －　

3. ３５９，２４３　 －　 －　 －　

(1) 利 益 準 備 金 １１，３２７　 －　 －　 －　

(2) そ の 他 利 益 剰 余 金 ３４７，９１６　 －　 －　 －　

固定資産圧縮積立金 １２，１７６　 －　 －　 －　

別 途 積 立 金 ２６０，０００　 －　 －　 －　

繰 越 利 益 剰 余 金 ７５，７３９　 －　 －　 －　

Ⅱ ８，２２９　 －　 －　 －　

８，２２９　 －　 －　 －　

５２２，４７２　 －　 －　 －　

２，１０７，６２７　 －　 －　 －　

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

その他有価証券評価差額金

２９

純　　資　　産　　計

負 債 純 資 産 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等

（ 純 資 産 の 部 ）

利 益 剰 余 金

資 本 金

資 本 剰 余 金

株 主 資 本

(平成18年９月30日現在) (平成18年３月31日現在)

科　　　　　　　目

当 中 間 期 末 前　期　末

増　　　減

前 中 間 期 末

(平成17年９月30日現在)



（２）中 間 損 益 計 算 書 

（単位：百万円）

Ⅰ

1. ４２０，０４８　 ４１６，２２８　 　 ３，８１９　 ８３３，１６５　

2. ３５９，２５０　 ３５２，１４０　 　 ７，１１０　 ７３５，５４８　

　 ６０，７９７　 　 ６４，０８８　 △ ３，２９０　 　 ９７，６１７　

Ⅱ 　 　 　

1. 　 １９４　 　 １９１　 　 ３　 　 ３９４　

2. 　 ２５５　 　 １８８　 　 ６６　 　 ５０２　

△ ６０　 　 ２　 △ ６３　 △ １０８　

Ⅲ

1. 　 ８，９５６　 　 ８，８０７　 　 １４８　 　 １７，７２０　

2. 　 ３，０７５　 　 ３，０５１　 　 ２４　 　 ６，２５１　

　 ５，８８０　 　 ５，７５５　 　 １２４　 　 １１，４６９　

　 ６６，６１７　 　 ６９，８４６　 △ ３，２２９　 １０８，９７８　

Ⅳ 　 １，１６６　 　 １，１６０　 　 ６　 　 ５，２１８　

1. 　 ５０４　 　 ４９８　 　 ５　 　 ５８６　

2. 　 ６６１　 　 ６６１　 　 ０　 　 ４，６３２　

Ⅴ 　 １８，５５５　 　 １９，３４２　 △ ７８６　 　 ３８，２０７　

1. 　 １８，３０３　 　 １９，２０４　 △ ９００　 　 ３７，８５０　

2. 　 ２５２　 　 １３７　 　 １１４　 　 ３５６　

　 ４９，２２８　 　 ５１，６６５　 △ ２，４３６　 　 ７５，９８９　

Ⅵ 　 １０，０２０　 　 ２１，４３８　 △ １１，４１７　 　 ７６，７０３　

1. 　 ９，５８３　 　 ２０，２７４　 △ １０，６９０　 　 ５８，７２４　

2. 　 １　 　 ２　 △ １　 　 ４，０１７　

3. 　 ４３５　 　 １，１６０　 △ ７２５　 　 １３，９６１　

Ⅶ 　 １３，０５８　 　 ３２，１３３　 △ １９，０７４　 　 ９５，６３５　

1. 　 ９，４５１　 　 ２０，２１８　 △ １０，７６７　 　 ５８，３２８　

2. 　 １　 　 ２　 △ １　 　 ４，０１４　

3. 　 －　 　 －　 　 －　 　 １４，４００　

4. －　 　 ７，５４３　 △ ７，５４３　 　 ７，５４３　

5. 　 ３，６０６　 　 ４，３６８　 △ ７６２　 　 １１，３４８　

　 ４６，１９０　 　 ４０，９６９　 　 ５，２２０　 　 ５７，０５７　

　 ２２，２６５　 　 ２６，４２９　 △ ４，１６４　 　 ３９，３２７　

△ ３，６８５　 △ １０，５８９　 　 ６，９０３　 △ １７，４１０　

　 ２７，６１０　 　 ２５，１２９　 　 ２，４８０　 　 ３５，１４０　

　 －　 　 ４８，１８２　 　 －　 　 ４８，１８２　

　 －　 　 －　 　 －　 　 ６，０００　

　 －　 　 ７３，３１２　 　 －　 　 ７７，３２３　

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

税引前中間（当期）純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

中 間 配 当 額

中間（当期）未処分利益

３０

収 用 等 圧 縮 損

そ の 他 の 損 失

環境安全対策引当金繰入額

耐震補強対策引当金繰入額

経 常 利 益

特 別 利 益

工 事 負 担 金 等 受 入 額

収 用 等 補 償 金 受 入 額

そ の 他 の 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息 ・ 社 債 利 息

そ の 他 の 費 用

関 連 事 業 営 業 利 益

全 事 業 営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 ・ 受 取 配 当 金

船 舶 事 業 営 業 利 益

関 連 事 業 営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費

鉄 道 事 業 営 業 利 益

船 舶 事 業 営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費

平成18年３月31日まで

鉄 道 事 業 営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費

科　　　　　　　目

前　　　期

平成18年４月１日から 平成17年４月１日から 平成17年４月１日から

当 中 間 期 前 中 間 期

増　　減
平成18年９月30日まで 平成17年９月30日まで

そ の 他 の 利 益

特 別 損 失

工 事 負 担 金 等 圧 縮 損



（３）中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間（自 平成18年４月１日　　至 平成18年９月30日） （単位：百万円）

固　定
資　産
圧　縮
積立金

別　途
積立金

繰　越
利　益
剰余金

100,000 55,000 11,327 8,982 240,000 77,323 337,633 492,633 9,596 502,229 

剰 余 金 の 配 当 △ 6,000 △ 6,000 △ 6,000 △ 6,000 

中 間 純 利 益 27,610 27,610 27,610 27,610 

固定資産圧縮積立金繰入 4,185 △ 4,185 

固定資産圧縮積立金取崩 △ 991 991 

別 途 積 立 金 繰 入 20,000 △ 20,000 

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額(純額)

△ 1,367 △ 1,367 

3,193 20,000 △ 1,583 21,610 21,610 △ 1,367 20,243 

100,000 55,000 11,327 12,176 260,000 75,739 359,243 514,243 8,229 522,472 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

平 成 18 年 ９ 月 30 日 残 高

利　益
剰余金
合　計

平 成 18 年 ３ 月 31 日 残 高

中間会計期間中の変動額

中間会計期間中の変動額合計

資本金
資　本
準備金

利　益
準備金

３１

株　主
資　本
合　計

その他
有　価
証　券
評　価
差額金

純資産
合　計

株　　　主　　　資　　　本
評価・
換　算
差額等

資　本
剰余金

その他利益剰余金

利　益　剰　余　金
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（４）中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法によっております。 

② その他有価証券 

時価のあるもの  

中間期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）によっております。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法によっております。 

(2) たな卸資産 

貯 蔵 品 移動平均法による原価法によっております。 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。ただし、鉄道事業取替資産については取替法によっております。 

(2) 無形固定資産 

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法によっております。 

(3) 長期前払費用 

均等額償却を行っております。 

 

３．繰延資産の処理方法 

社債発行費は、支出時に全額費用処理しております。 

 

４．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき、当中間期末

において発生していると認められる額を計上しております。 

過去勤務債務については、発生年度に全額を一括して特別損失に計上しております。 

会計基準変更時差異（301,642 百万円）については、10 年による按分額を費用処理することと

し、当中間期にかかる額を計上しております。 

数理計算上の差異については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10 年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理することとし、当中間

期にかかる額を計上しております。 

 



  
 

３３ 

 
 

(4) 耐震補強対策引当金 

   新幹線における高架橋柱の耐震補強に係る撤去・復旧費用等の支出に備えるため、当中間期末に

おいてその金額を合理的に見積もることができる費用について計上しております。 

  耐震補強計画については、平成 16 年 10 月 23 日に発生した新潟県中越地震によって上越新幹線

の高架橋柱が被災したことに鑑み、平成 20 年度までに工事を完了することとしております。 

  また、現時点で合理的に見積もることができないものについては計上しておりません。 

(5) 環境安全対策引当金 

保管するＰＣＢ廃棄物等の処理費用の支出に備えるため、当中間期末においてその金額を合理的

に見積もることができる処理費用について計上しております。また、見積もり金額は、日本環境安

全事業株式会社（ＪＥＳＣＯ）から公表されている単価に基づき算定したものであり、現時点で処

理費用を合理的に見積もることができないものについては計上しておりません。 

 

５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

６．工事負担金等の会計処理 

鉄道事業における連続立体交差化工事等を行うにあたり、地方公共団体等より工事費の一部として

工事負担金等を受けております。これらの工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金等相当額を

取得した固定資産の取得原価から直接減額しております。 

なお、中間損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定資産

の取得原価から直接減額した額を工事負担金等圧縮損として特別損失に計上しております。 

 

７．消費税の会計処理 

税抜方式によっております。 

 

（５）会計処理方法の変更 
 

１．貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

当中間期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成

17年 12 月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準適用指針第８号 平成 17年 12 月９日）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は522,472 百万円であります。 

なお、中間財務諸表等規則の改正により、当中間期末における中間貸借対照表の純資産の部につい

ては、改正後の中間財務諸表等規則により作成しております。 

 

２．金融商品に関する会計基準 

当中間期より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号 平成 18 年８月 11 日改正）

を適用しております。これにより、第 12 回社債（平成 18 年７月 28 日）の発行に伴い発生した社債発

行差金８百万円については、社債金額から直接控除しております。 
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（６）注 記 事 項 
 

（中間貸借対照表関係） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

    （当中間期末）         （前 期 末）         （前中間期末） 

  ２,３３３,５８３百万円     ２,２９８,６４２百万円     ２,２７６,２５１百万円 

 

２．固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等累計額 

    （当中間期末）         （前 期 末）         （前中間期末） 

     ４８２,１９５百万円      ４７３,２９９百万円       ４３８,８９６百万円 

 

３．保証債務 

    （当中間期末）         （前 期 末）         （前中間期末） 

２４,４５８百万円        ２５,３８９百万円        ２７,０２０百万円 

 

４．社債の債務履行引受契約に係る偶発債務 

    （当中間期末）         （前 期 末）         （前中間期末） 

    ２５,０００百万円        ２５,０００百万円        ２５,０００百万円 

 

５．担保提供資産 

旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律の一部を改正する法律（平成 13 年法律

第 61 号）附則第７条に基づき､総財産を社債の一般担保に供しております。 

    （当中間期末）         （前 期 末）         （前中間期末） 

 ２００,０００百万円       ２００,０００百万円       ２００,０００百万円 

 

６．福知山線列車事故に関する事項 

今後、福知山線列車事故に伴う補償などの支出が見込まれますが､これらについては､現時点では金

額等を合理的に見積もることは困難であります。 
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（中間損益計算書関係） 

１．研究開発費の総額 

    （当中間期）         （前中間期）      （前  期） 

          １,９７６百万円         ２,１１１百万円       ６,５３２百万円  

 

２．減損損失 

当社は、減損損失の算定に当たって、継続的な収支の把握を行っている鉄道事業、船舶事業、流通

業及びその他事業については各事業毎に、不動産業、廃止に関する意思決定済みの資産及び遊休資産

については個別物件毎にグルーピングを行っております。その結果、地価の下落により、廃止に関す

る意思決定済みの資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を「その他の損失」

（２４２百万円）として特別損失に計上しております。 

廃止に関する意思決定済みの資産 

広島市内に保有する社宅土地  ２４２百万円 

なお、当資産グループの回収可能価額については、正味売却価額により測定しており、路線価に基

づき算定しております。 

 

 

（７）リース取引に関する注記 

 

  ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 
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平成１８年１０月３１日 
西日本旅客鉄道株式会社 

【連結決算】 

１. 経営成績  ※連結参考資料 連１参照                 （単位：億円、％） 

 
18 年度 

中 間 

17 年度 

中 間 
増減 前年比 記 事 

営  業  収  益 6,181 6,079 101 101.7 ４期連続の増収 

営  業  費  用 5,415 5,289 126 102.4  

営  業  利  益 765 790 △ 24 96.9 ３期ぶりの減益 

経  常  利  益 586 607 △ 21 96.5 ３期ぶりの減益 

特  別  損  益 △ 35 △ 105 70  

中 間 純 利 益 317 297 20 106.8 ２期ぶりの増益 

 

(1) 営業収益   6,181 億円 （対前年 ＋101 億円 101.7％） 

・当社は、運輸収入の増等により 39 億円の増収。 

・子会社は、物販飲食業、旅行業、百貨店業等の増収により、61 億円の増収｡ 

 

(2) 営業費用   5,415 億円 （対前年 ＋126 億円 102.4％） 

・当社は、人件費の減などがあったものの、修繕費、業務費の増等により、72 億円の増加。 

・子会社は、売上原価等の増により、54 億円の増加。 

 

(3) 営業利益     765 億円 （対前年  △24 億円  96.9％） 

・当社は、営業収益の増加を上回る営業費用の増により、32 億円の減益。 

・子会社は、百貨店業、旅行業等の増により、7億円の増益。 

 

(4) 経常利益     586 億円 （対前年  △21 億円  96.5％） 

・支払利息減等により、営業外損益が改善。 

 

(5) 特別損益    △35 億円 （対前年  ＋70 億円） 

 

(6) 中間純利益  317 億円 （対前年  ＋20 億円 106.8％） 

 

２. セグメント情報  ※連結参考資料 連１参照               （単位：億円、％） 

(1) 運輸業 （当社、西日本ｼﾞｪｲｱｰﾙﾊﾞｽ㈱、中国ｼﾞｪｲｱｰﾙﾊﾞｽ㈱、嵯峨野観光鉄道㈱） 

 
18 年度 
中 間 

17 年度 
中 間 

増減 前年比 記 事 

営 業 収 益 4,290 4,252 37 100.9

営 業 利 益 609 645 △ 35 94.5

運輸収入の増 
当社の物件費増等 

 

(2) 流通業 （㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ﾃﾞｲﾘｰｻｰﾋﾞｽﾈｯﾄ、㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本伊勢丹 他８社） 

 
18 年度 
中 間 

17 年度 
中 間 

増減 前年比 記 事 

営 業 収 益 1,209 1,175 33 102.9

営 業 利 益 30 29 1 104.9

物販飲食業、百貨店業増 
 

・営業収益は、当社、子会社ともに増収。 
・中間純利益は増（増収増益）、営業利益、経常利益は減。 
・連結子会社数 67 社、持分法適用会社 ４社。 

平成 18 年度 中間決算について 
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（単位：億円、％） 

(3) 不動産業 （大阪ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ㈱、京都駅ﾋﾞﾙ開発㈱、ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本不動産開発㈱ 他 18 社） 

 
18 年度 
中 間 

17 年度 
中 間 

増減 前年比 記 事 

営 業 収 益 366 353 13 103.9

営 業 利 益 104 98 5 105.5

ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰ事業増 
 

 

(4) その他事業 （㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ﾎﾃﾙ開発、㈱日本旅行、㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ﾃｸﾉｽ 他 30 社） 

 
18 年度 
中 間 

17 年度 
中 間 

増減 前年比 記 事 

営 業 収 益 1,224 1,139 85 107.5

営 業 利 益 16 13 3 126.8

旅行業、工事業増 
 

 

 

３. 財政状態  ※連結参考資料 連２参照                   （単位：億円） 

 
18 年度 
中 間 

17 年度 
期 末 

増減 記 事 

流動資産 2,206 2,078 127 現預金 19、棚卸資産 118 

固定資産 21,346 21,480 △ 133 有形固定資産等 △211 資産の部 

計 23,553 23,559 △   5  

流動負債 5,056 5,411 △ 354 未払金 △514 

固定負債 12,324 12,227 96  
負債 
の部 

計 17,381 17,639 △ 258  

(再掲：長期債務) (9,988) (10,249) (△260) 当社 △2、子会社 △258 

少数株主持分 － 277 △ 277  

純資産の部 6,172 5,642 530

(再掲：少数株主持分) (286) － (286)

中間純利益 317 

 

負
債 

純
資
産
の
部 

合 計 23,553 23,559 △   5  

 

４. キャッシュ・フローの状況  ※連結参考資料 連３参照           （単位：億円） 

 
18 年度 
中 間 

17 年度 
中 間 

増減 記 事 

営 業 活 動 785 714 70  

投 資 活 動 △482 △360 △121 設備投資増 

フリー・キャッシュ・フロー 303 354 △50

財 務 活 動 △284 △222 △61 長期借入金等返済 

現金及び現金同等物の増減 19 131 △112

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増 － 2 △  2

現金及び現金同等物の期末残高 573 757 △183

 

 

５. 18 年度通期業績予想  ※連結参考資料 連４参照              （単位：億円、％）  

 
18 年度 

予 想 

17 年度 

実 績 
増 減 前年比 記   事 

営 業 収 益 12,554 12,400 153 101.2
当 社：運輸収入の増 

子会社：旅行業･百貨店業増 

営 業 費 用 11,271 11,048 222 102.0
当 社：人件費減、物件費増

子会社：売上原価等の増 

営 業 利 益 1,283 1,352 △ 69 94.9  

経 常 利 益 954 1,021 △ 67 93.4  

特 別 損 益 △ 40 △ 222 182
【前期】 

耐震補強対策引当金繰入等 

当 期 純 利 益 513 465 47 110.3  



 ３

【単体決算】 

 
１. 経営成績  ※単体参考資料 単１及び単１-２参照 

  （単位：億円、％）

 18 年度 

中 間 

17 年度 

中 間 
増減 前年比 記 事 

営 業 収 益 4,291 4,252 39 100.9 ３期連続の増収 

営 業 費 用 3,625 3,553 72 102.0  

営 業 利 益 666 698 △ 32 95.4 ５期ぶりの減益 

経 常 利 益 492 516 △ 24 95.3 ５期ぶりの減益 

特 別 損 益 △ 30 △ 106 76  

中 間 純 利 益 276 251 24 109.9 ２期ぶりの増益 
 

 

(1) 営業収益  4,291 億円 （対前年 ＋39 億円 100.9％） 

   ① 運輸収入  3,832 億円  （対前年 ＋34 億円 100.9％） 

鉄道旅客運輸収入の内訳 （単位:億円、％）

 
18 年度 

中 間 

17 年度 

中 間 
増減 前年比 記 事 

新 幹 線 1,647 1,629 18 101.1 ３期連続の増収 

京阪神 1,516 1,491 25 101.7 ２期ぶりの増収 

その他 666 674 △ 8 98.7 10 期連続の減収 

在 

来 

線 計 2,182 2,166 16 100.8 11 期ぶりの増収 

鉄道旅客運輸収入 3,830 3,795 34 100.9 ３期連続の増収 

・昨年開催された愛知万博の反動があるものの、ゴールデンウィークのご利用が好調であったこ

とや、ダイヤ改正による利便性の向上などにより、新幹線において 18 億円の増収。 

・また、17 年度の福知山線列車事故の影響などにより在来線京阪神が 25 億円の増収。 

② その他の収入 459 億円 （対前年 ＋5 億円 101.2％） 

・大阪駅改良等による関連事業収入の減があるものの、会社間清算収入の増などにより前年を上

回った。 

 

(2) 営業費用  3,625 億円 （対前年 ＋72 億円 102.0％） 

・社員数減による人件費の減があったものの、安全性向上のための取り組み等による修繕費、業

務費の増等により、72 億円の増加。 

 

(3) 営業利益   666 億円 （対前年 △32 億円  95.4％） 

・営業収益の増加を上回る営業費用の増により、32 億円の減益。 

 

(4) 経常利益   492 億円 （対前年 △24 億円  95.3％） 

・支払利息の減など、営業外費用が 7 億円減少したことにより営業外損益が改善。 

 

(5) 特別損益   △30 億円 （対前年 ＋76 億円） 

・前年度に環境安全対策引当金を計上したことなどにより損失が減少。 

 

(6) 中間純利益  276 億円 （対前年 ＋24 億円 109.9％） 

・２期ぶりの増収増益。 

 

 

・営業収益及び中間純利益は増（増収増益）、営業利益、経常利益は減。 
・運輸収入では､定期外収入は＋21 億円、定期収入は＋13 億円といずれも増収。 
・営業費用は、修繕費、業務費など物件費の増等により前年を上回った。 



 ４

２. 財政状態  ※単体参考資料 単２参照 

     （単位：億円）

 
18 年度 

中 間 

17 年度 

期 末 
増減 記 事 

流動資産 1,341 1,314 26
現預金 △34、短期貸付金 34 

貯蔵品 32 

固定資産 19,735 19,707 27

鉄道事業等固定資産 △185 

長期貸付金 184、出資株式 △23

繰延税金資産 46 

資産の部 

計 21,076 21,021 54  

流動負債 4,750 5,136 △ 386 未払金 △647、前受金 313 

固定負債 11,101 10,862 238
社債 99、長期借入金等 67 

退職給付引当金 92 

負債 

の部 

計 15,851 15,999 △ 147

(再掲：長期債務) (9,609) (9,611) (△ 2)  

純資産の部 5,224 5,022 202 中間純利益 276 

負
債 

純
資
産
の
部 

合 計 21,076 21,021 54  

 

 

３. 設備投資 

（単位：億円、％） 

 18 年度中間 17 年度中間 増 減 前年比 

設  備  投  資 390 327 62 119.1 

 自 己 資 金 309 251 57 123.0 

 負  担  金 81 76 4 106.3 

 

 

４. 18 年度通期業績予想  ※単体参考資料 単３参照 

（単位：億円、％） 

 
18 年度 

予 想 

17 年度 

実 績 
増 減 前年比 記   事 

営 業 収 益 8,610 8,512 97 101.1  

運 輸 収 入 7,630 7,565 64 100.9 定期外収入の増等  

その他 収入 980 947 32 103.4 部外関連工事の増等 

営 業 費 用 7,580 7,423 156 102.1 業務費、修繕費の増等 

営 業 利 益 1,030 1,089 △ 59 94.5  

経 常 利 益 710 759 △ 49 93.4  

特 別 損 益 △ 20 △ 189 169
【前期】 

耐震補強対策引当金繰入等 

当 期 純 利 益 410 351 58 116.7  

 

 



（単位：億円、％）

比　率

4,291 4,252 39 100.9

運 輸 収 入 3,832 3,797 34 100.9

運輸附帯収入 110 112 △ 1 98.8

関連事業収入 89 88 1 101.7

そ の 他 収 入 259 253 5 102.0

3,625 3,553 72 102.0

人 件 費 1,371 1,395 △ 23 98.3  社員数減

物 件 費 1,484 1,384 100 107.2  業務費・修繕費増

線路使用料等 124 124 △ 0 100.0

租 税 公 課 191 199 △ 7 96.1  固定資産税減

減 価 償 却 費 452 449 3 100.7

666 698 △ 32 95.4

△ 173 △ 181 7 95.6

営 業 外 収 益 11 11 0

営 業 外 費 用 185 193 △ 7  支払利息減

492 516 △ 24 95.3

△ 30 △ 106 76

特 別 利 益 100 214 △ 114  工事負担金等受入額減 等

特 別 損 失 130 321 △ 190  工事負担金等圧縮損減、

 前期・環境安全対策引当金繰入 等

461 409 52 112.7

185 158 27

276 251 24 109.9

（注）［　］は、H18.7.31発表の業績予想値を示しております。

損  益  計  算  書 (単 体）

科　　目
平成18年度
中    　間

平成17年度
中　    間 増　減

備　　　　　　　　考
対　前　年

営 業 外 損 益

営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費 用

中 間 純 利 益

経 常 利 益

特 別 損 益

税引前中間純利益

法 人 税 等

18年度 17年度 比 率

運 輸 附 帯 収 入 110 112 △ 1 98.8
　構 内 営 業 料 34 34 △ 0 99.2
　広    告    料 27 27 　 0 100.0
　高架下等貸付料 42 43 △ 0 98.4
　駐 車 場収入等 6 6 △ 0 94.6

　関 連 事 業 収 入 89 88 　 1 101.7
　不動産賃貸収入 67 67 　 0 100.1
  そ    の    他 21 20 　 1 107.1

合    　計 200 200 　 0 100.1

増 減

いわゆる関連事業収入内訳

18年度 17年度 比 率

 鉄　      　道 3,830 3,796 　 34 100.9
  定          期 767 753 　 13 101.7

  定    期    外 3,063 3,041 　 21 100.7

  荷          物 0 0 △ 0 39.4

 船　      　舶 1 1 　 0 102.2

合    　計 3,832 3,797 　 34 100.9

運 輸 収 入 内 訳
増 減

[4,250]

[450]

[250]

[620]

単体参考資料

単－１



鉄道旅客輸送量・ 鉄道旅客運輸収入の対前年比較

 （単位：百万人㌔、億円）

定 期 331 324 6 102.2 41 40 0 102.0

定期外 7,224 7,135 88 101.2 1,606 1,588 17 101.1

合 計 7,555 7,459 95 101.3 1,647 1,629 18 101.1

定 期 11,862 11,688 174 101.5 725 713 12 101.7

定期外 7,607 7,554 53 100.7 1,456 1,452 3 100.3

合 計 19,470 19,242 227 101.2 2,182 2,166 16 100.8

定 期 9,554 9,347 207 102.2 585 572 13 102.3

定期外 5,042 4,940 102 102.1 931 918 12 101.3

合 計 14,596 14,287 309 102.2 1,516 1,491 25 101.7

定 期 2,308 2,341 △ 32 98.6 140 141 △ 0 99.5

定期外 2,565 2,614 △ 49 98.1 525 533 △ 8 98.5

合 計 4,873 4,955 △ 82 98.3 666 674 △ 8 98.7

定 期 12,194 12,013 181 101.5 767 753 13 101.7

定期外 14,831 14,689 142 101.0 3,063 3,041 21 100.7

合 計 27,026 26,702 323 101.2 3,830 3,795 34 100.9

全社計

輸　　送　　人　　キ　　ロ

項　　　目

在来線

在
来
線
内
訳

京阪神

その他

新幹線

中　　　間 中　　　間

運　　　輸　　　収　　　入

(%)
対前年比

(%)
平成17年度
中　　　間

対前年
増　減

対前年比 平成18年度
中　　　間

対前年
増　減

平成18年度 平成17年度

単－１－２



　　貸  借  対  照  表 （単 体）

（単位：億円）

平 成 18 年度 平 成 17 年度
中 間 期 末 期 末

流     動     資     産 1,341 1,314  26 現金及び預金 △ 34     

短 期 貸 付 金 34     

貯 蔵 品 32     

固     定     資     産 19,735 19,707  27

16,495 16,681 △ 185 資 産 増 384    

資 産 減 △ 569    

（う ち 減 価 償 却 費　△ 452 ）

582 578  4

2,657 2,447  209 長 期 貸 付 金 184    

繰延税金資産 46     

出 資 株 式 等 △ 23     

合           計 21,076 21,021  54

平 成 18 年度 平 成 17 年度
中 間 期 末 期 末

流     動     負     債 4,750 5,136 △ 386

801 972 △ 170

3,948 4,164 △ 216 未 払 金 △ 647    
前 受 金 313    

固     定     負     債 11,101 10,862  238

8,807 8,639  167 長期債務残高     
    18年度中間･･･ 9,609  

1,921 1,829  92     17年度末　･･･ 9,611  
△　2

372 393 △ 21

負        債         計 15,851 15,999 △ 147

株     主     資     本 5,142 4,926  216

1,000 1,000  －

550 550  － 資 本 準 備 金

3,592 3,376 216
利 益 準 備 金 113 113  －
そ の 他 利 益 剰 余 金 3,479 3,263 216

固定資産圧縮積立金 121 89 31
別　途　積　立　金 2,600 2,400  200
繰 越 利 益 剰余金 757 773 △ 15

82  95 △ 13 その他有価証券評価差額金
純     資     産     計 5,224 5,022  202

合           計 21,076 21,021  54

自 己 資 本 比 率 24.8％ 23.9％
総資産営業利益率（ＲＯＡ） 3.2％ 5.2％

退 職 給 付 引 当 金

備             考

備             考科               目

科               目

鉄 道 事 業 等 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

投 資 そ の 他 の 資 産

評 価 ・ 換 算 差 額  等　

増  減

増  減

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 の 固 定 負 債

１ 年 以 内 長 期 借 入 金 等

未 払 金 等

社 債 ・ 長 期 借 入 金 等

資
　
　
　
産
　
　
　
の
　
　
　
部

負
　
　
債
　
・
　
純
　
　
資
　
　
産
　
　
の
　
　
部

 単－２



（単位：億円）

固　定
資　産
圧　縮
積立金

別　途
積立金

繰　越
利　益
剰余金

1,000 550 113 89 2,400 773 3,376 4,926 95 5,022

剰 余 金 の 配 当 △60 △60 △60 △60

中 間 純 利 益 276 276 276 276

固 定 資 産
圧 縮 積 立 金 繰 入

41 △41

固 定 資 産
圧 縮 積 立 金 取 崩

△9 9

別 途 積 立 金 繰 入 200 △200

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額(純額)

△13 △13

31 200 △15 216 216 △13 202

1,000 550 113 121 2,600 757 3,592 5,142 82 5,224

中間会計期間中の変動額合計

平 成 18 年 ９ 月 30 日 残 高

平 成 18 年 ３ 月 31 日 残 高

(中間会計期間中の変動額)

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書（単 体）

資　本
準備金

利　益
準備金

利　益
剰余金
合　計

株　主
資　本
合　計

その他
有　価
証　券
評　価
差額金

純資産
合　計

株　　　主　　　資　　　本
評価・
換　算
差額等

資本
剰余金

その他利益剰余金

利　益　剰　余　金

資本金

単－２－２



平 成 18 年 度 通 期 業 績 予 想（単 体）

（単位：億円、％）

比　率

8,610 8,512 97 101.1

運 輸 収 入 7,630 7,565 64 100.9  定期外収入増 等

そ の 他 収 入 980 947 32 103.4  部外関連工事増 等

7,580 7,423 156 102.1  修繕費、業務費増 等

1,030 1,089 △ 59 94.5

△ 320 △ 329 9 97.0  支払利息減

710 759 △ 49 93.4

△ 20 △ 189 169 
【前期】
 耐震補強対策引当金繰入 等

690 570 119 120.9

410 351 58 116.7

営 業 収 益

科　　　目 備　　　　　考
業 績 予 想 実 績

対　前　年

増　減

平成18年度 平成17年度

（注） [　　］は、H18.7.31発表の業績予想値を示しております。

営 業 費 用

当 期 純 利 益

経 常 利 益

営 業 外 損 益

営 業 利 益

特 別 損 益

税引前当期純利益

[8,560]

[  690]

[  390]

[1,005]

単－３



（単位：人、億円）

連　　結 単　　体 連　　結 単　　体

43,945 26,038 43,765 26,381 

－　 ［29,667］ －　 ［30,409］

308 286 295 271 

1,486 849 1,586 891 

－　 605 －　 566 

545 452 543 449 

△ 188 △ 177 △ 198 △ 187 

受取利息・配当金 2 5 3 4 

支 払 利 息 △ 191 △ 183 △ 201 △ 192 

503 390 408 327 

自 己 資 金 422 309 332 251 

9,988 9,609 10,598 9,977 

（注） 連結・単体の従業員数は就業人員ベースです。

平成17年度 平成18年度

実　　　績 通期見通し

（連　結） ％ 5.7 5.4 

（連　結） ％ 8.5 8.8 

（連　結）億円 12,400 12,554 

（単　体）億円 7,565 7,630 

（単　体）億円 1,063 1,300 

（連　結）億円 10,249 9,900 

（単　体）億円 9,611 9,550 
長 期 債 務 残 高

設備投資（自己資金）

項　　　　　　　　　　目

Ｒ Ｏ Ａ

Ｒ Ｏ Ｅ

営 業 収 益

運 輸 収 入

修 繕 費

退 職 手 当 支 給 人 員

長 期 債 務 残 高

設 備 投 資

金 融 収 支

減 価 償 却 費

諸　　　元　　　表

退 職 手 当

［ 期 末 在 籍 社 員 数 ］

項　　　　　目
平 成 18 年 度 中 間

従 業 員 数

平 成 17 年 度 中 間

共通参考資料

共－１




